
2015 年 10 月 1 日 

株式会社みずほ銀行 
 

株式会社海外通信・放送・郵便事業支援機構(通称：ＪＩＣＴ）への 

出資ならびに発起人就任について 
 

株式会社みずほ銀行（頭取：林 信秀）は、本年 5 月に成立した「株式会社海外通

信・放送・郵便事業支援機構法」に基づき、総務大臣の認可を前提に本年 11 月に設

立が予定されている株式会社海外通信・放送・郵便事業支援機構（以下、同社）への

出資を行うとともに、同社の発起人に就任することとなりました。 

 

同社は、海外において通信・放送・郵便事業の市場獲得を目指す事業者等に対し、

リスクマネーの供給や専門的支援を行うことを目的としており、本年 6月に閣議決定

された「『日本再興戦略』改訂 2015」における「質の高いインフラパートナーシップ」

においても言及されている、日本の国際展開戦略の一翼を担う機構です。 

 

<みずほ>は、「質の高いインフラパートナーシップ」の推進や「インフラシステム輸出戦略」

の展開が日本企業の海外需要獲得を後押しすること、また内需拡大や国内雇用創出等の

波及効果を通じて日本の産業競争力向上に資するとの認識のもと、民間金融機関として

同社設立を支援します。また、これからも金融機関としての社会的責任・公共的使命

を念頭に、産業知見や官民連携スキームを含めた多様なファイナンスについてのノウ

ハウを活用しつつ、金融仲介機能やコンサルティング機能を積極的に発揮していきま

す。 
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